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１．選考委員会 

 

（１）選考委員  

                     

大阪府社会福祉協議会会長が選考した委員候補について、令和 2 年 6 月 17 日～6 月 24 日を府民

への公示期間として設定し、府内の全市町村社会福祉協議会の会館や掲示板等に公示し、意見の聴

取を行い、選任した。また、前任者の退任にともない、宮内委員については令和 3 年 7 月 26 日～8

月 2 日を公示期間として設定し、選任した。 

 

   （任期）令和 2 年 7 月 1 日～令和 4 年 6 月 30 日 

属性 氏名 所属等 備考 

福祉サービス 

利用者の代表 

寺田 一男 一般財団法人 大阪府身体障害者福祉協会 会長  

坂本ヒロ子 社会福祉法人 大阪手をつなぐ育成会 理事長  

松並 利行 大阪府肢体不自由児者父母の会連合会 会長  

加藤 順子 大阪府介護者（家族）の会連絡会 会計監査  

社会福祉 

経営者の代表 

高岡 國士 
社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 経営者部会 相談役 

（社会福祉法人 成光苑 理事長） 
 

岩田 敏郎 
社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 老人施設部会 部会長 

（社会福祉法人 聖徳会 理事長） 
 

大西 豊美 
社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 成人施設部会 部会長 

（社会福祉法人 みなと寮 理事長） 
 

吉村 禎二 
大阪府市町村社会福祉協議会連合会 副会長 

（社会福祉法人 河内長野市社会福祉協議会 会長） 
～8/9 

宮内 良雄 
         〃 

（社会福祉法人 田尻町社会福祉協議会 会長） 
8/10～ 

公益の代表 

大谷  悟 大阪体育大学 元教授 ○ 

新庄 桂子 大阪府民生委員児童委員協議会連合会 会長  

中尾 正俊 一般社団法人 大阪府医師会 副会長  

松尾 洋輔 
大阪弁護士会 弁護士 

高齢者･障害者総合支援センター「ひまわり」運営委員長 
◎ 

 

委員数 合計 12 名  ◎委員長 ○副委員長 
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２．大阪府社会福祉協議会 運営適正化委員会 

 

（１）運営適正化委員会 

 

① 委員 32 名 

  委員長  大槻 和夫    副委員長  中川 元 

 

② 運営適正化委員会正副委員長会議の開催（開催回数：1 回） 

 開催日 会場 議題 出席者 

1 令和 3 年 10 月 28 日 
大阪社会福祉

指導センター 

・マッセ・市民セミナーの開催について 

・近畿ブロック運営適正化委員会 

事務局担当者会議の開催について 

中川副委員長 

関川副委員長 

（大槻委員長代行）  
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（２）運営監視小委員会 

 

              

① 委員 16 名             （任期）令和 2 年 9 月 1 日～令和 4 年 8 月 31 日 

属性 氏名 所属等 備考 

社
会
福
祉
に
関
す
る
学
識
経
験
者 

公益を 

代表する

者 

小野 達也 桃山学院大学 社会学部 教授  

清水 由香 公立大学法人 大阪市立大学大学院 生活科学研究科 助教  

提供者を 

代表する

者 

伊藤 感道 
社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 児童施設部会 

（社会福祉法人 女子慈教寮 理事長）  
 

近藤 正樹 
社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会  セルプ部会 常任委員 

（社会福祉法人 さつき福祉会 就労支援センターみち  施設長） 
 

濵田 和則 
社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 老人施設部会 

（社会福祉法人 晋栄福祉会 理事長） 
 

古川 清和 大阪精神障がい者自立支援事業所連絡会 会員  

松上 利男 一般社団法人 大阪知的障害者福祉協会 会長  

利用者を 

代表する

者 

石元 晶子 公益社団法人 認知症の人と家族の会 大阪府支部 世話人  

柴原 浩嗣 一般財団法人 大阪府人権協会 業務執行理事兼事務局長  

谷川 耕一 社会福祉法人 大阪手をつなぐ育成会 事務局長  

西尾 元秀 ＮＰＯ法人 大阪障害者自立生活協会 理事長  

関口 美穂 認定ＮＰＯ法人 大阪精神医療人権センター 運営会員  

法律に関する 

学識経験者 

中川  元 弁護士 ◎ 

柗井  久 公認会計士・税理士  〇 

医療に関する 

学識経験者 

川島 文雄 一般社団法人 大阪精神科病院協会 地域保健福祉委員会委員  

安田  究 公益社団法人 大阪精神科診療所協会 理事  

 

委員数 合計 16 名  ◎委員長 ○副委員長 



- 4 - 

 

② 運営監視小委員会の開催（開催回数：4 回） 

 開催日 会場 議題 出席者数 

1 令和 3 年 6 月 23 日 

大阪府社会 

福 祉 会 館 

505 号室 

・令和 2 年度事業報告 

・令和 3 年度の事業計画 

・大阪府社会福祉協議会 

地域福祉部権利擁護推進室からの報告 

・大阪市社会福祉協議会からの報告 

委員 

12 名 

2 令和 3 年 9 月 14 日 

大阪府社会 

福 祉 会 館 

402 号室 

・堺市社会福祉協議会からの報告 

・堺市社会福祉協議会からの報告について 

・現地調査における 

マニュアルや様式の改訂について 

委員 

11 名 

3 令和 3 年 12 月 13 日 

大阪社会福祉

指導センター 

研修室 1 

・実施機関での取り組み状況 

報告：摂津市社会福祉協議会 

・大阪府社会福祉協議会 

地域福祉部権利擁護推進室からの報告 

委員 

10 名 

4 令和 4 年 3 月 15 日 

大阪府社会 

福 祉 会 館 

405 号室 

・令和 3 年度実施機関調査の報告 

・令和 4 年度事業計画(案) 

・実施機関での取り組み状況 

報告：高石市社会福祉協議会 

委員 

11 名 

 

 

③ 運営監視小委員会委員長会議の開催（開催回数：4 回） 

 開催日 会場 議題 出席者 

1 令和 3 年 6 月 18 日 巽・中川法律事務所 第 1 回運営監視小委員会の持ち方について 委員長 

2 令和 3 年 9 月 7 日 巽・中川法律事務所 第 2 回運営監視小委員会の持ち方について 委員長 

3 令和 3 年 12 月 8 日 巽・中川法律事務所 第 3 回運営監視小委員会の持ち方について 委員長 

4 令和 4 年 3 月 8 日 巽・中川法律事務所 第 4 回運営監視小委員会の持ち方について 委員長 
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④ 実施機関に対する現地調査（開催回数：4 回） 

 開催日 実施機関 調査立会い者 

1 令和 3 年 9 月 6 日 
大阪市西淀川区 

社会福祉協議会 

西尾委員、石元委員、 

西淀川区社協 3 名、大阪市社協 2 名、 

大阪府 1 名、事務局 2 名 

2 令和 3 年 10 月 18 日 
大阪市福島区 

社会福祉協議会 

柴原委員、近藤委員、伊藤委員、 

福島区社協 3 名、大阪市社協 2 名、 

事務局 2 名 

3 令和 3 年 11 月 4 日 松原市社会福祉協議会 

濵田委員、清水委員、古川委員、 

松原市社協 4 名、大阪府 1 名、 

権利擁護推進室 1 名、事務局 2 名 

4 令和 4 年 2 月 7 日 池田市社会福祉協議会 

中川委員長、 

池田市社協 4 名、大阪府 1 名、 

権利擁護推進室 1 名、事務局 2 名 

 

 

⑤ 事務局による現地調査（開催回数：3 回） 

 開催日 実施機関 調査立会い者 

1 令和 4 年 1 月 20 日 岬町社会福祉協議会 
岬町社協 2 名、 

権利擁護推進室 1 名、事務局 1 名 

2 令和 4 年 1 月 26 日 太子町社会福祉協議会 
太子町社協 3 名、 

権利擁護推進室 1 名、事務局 2 名 

3 令和 4 年 1 月 26 日 河南町社会福祉協議会 
河南町社協 3 名、 

権利擁護推進室 1 名、事務局 2 名 
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（３）苦情解決小委員会 

 

①  委員 16 名                

（任期）令和 2 年 9 月 1 日～令和 4 年 8 月 31 日 

属性 氏名 所属等 備考 

社会福祉に関する

学識経験者 

 

（公益を 

代表する者） 

 

関川 雅世 兵庫大学 生涯福祉部 社会福祉学科 講師 ○ 

農野 寛治 常磐会短期大学 学長  

山内  稔 
元大阪国際大学短期大学部 幼児保育学科 教授 

流通科学大学 人間社会学部 非常勤講師 
 

高寺  壽 大阪府民生委員児童委員協議会連合会 副会長  

四宮 政利 大阪市民生委員児童委員協議会 副会長  

淺野 幸子 公益社団法人 大阪介護福祉士会 会長  

井元 真澄 
公益社団法人 大阪社会福祉士会 元理事 

梅花女子大学 心理こども学部 教授 
 

森脇 睦郎 社会福祉法人 産経新聞厚生文化事業団 専務理事  

法律に関する 

学識経験者 

大槻 和夫 弁護士 ◎ 

堤  茂豊 弁護士  

藤井 啓太 弁護士  

辻川 圭乃 弁護士  

小山  登 公認会計士  

医療に関する 

学識経験者 

前川たかし 一般社団法人 大阪府医師会 理事  

勝元 榮一 公益社団法人 大阪精神科診療所協会 理事  

阪口久喜子 一般社団法人 大阪精神保健福祉士協会 副会長  

 

委員数 合計 16 名  ◎委員長 ○副委員長 
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② 苦情解決小委員会の開催（開催回数：4 回） 

 開催日 会場 議題 出席者数 

1 令和 3 年 6 月 24 日 

大阪府社会 

福 祉 会 館 

505 号室 

・令和 2 年度事業報告 

・3 月～5 月の苦情相談と対応 

・主な苦情相談の対応について 

・苦情解決体制アンケート調査の結果について 

・令和 3 年度事業計画 

委員 

12 名 

2 令和 3 年 9 月 21 日 

大阪社会福祉

指導センター 

研修室 1 

・6 月～8 月の苦情相談と対応 

・巡回訪問計画の中止について 

・マッセ・市民セミナーについて 

・苦情解決第三者委員研修会(案)について 

・全社協相談員研修について 

委員 

10 名 

3 令和 3 年 12 月 23 日 

大阪社会福祉

指導センター 

研修室 1 

・9 月～11 月の苦情相談と対応 

・主な苦情相談の対応について 

・検討事項 

・マッセ・市民セミナーの報告 

委員 

11 名 

4 令和 4 年 3 月 24 日 

大阪社会福祉

指導センター 

ボランティア

ホール 

・12 月～2 月の苦情相談と対応 

・主な苦情相談の対応について 

・検討事項 

・令和 4 年度事業計画について(案) 

・令和 4 年度苦情相談の委員対応について(案) 

委員 

9 名 

 

苦情解決の体制として、4 班（委員 4 名）に分けた班体制をとっており、個別の苦情に対して、班

ごとに相談者からの聴き取り、事業者への調査、あっせん・調整などの具体的解決を行う権限が与え

られている。また、班で行った対応や活動状況は、苦情解決小委員会（全体会・委員 16 名）におい

て報告され、委員会において了承・確認を行うことになっている。 

 

 

③ 苦情解決小委員会正副委員長会議の開催（開催回数：5 回） 

 開催日 会場 議題 出席者 

1 令和 3 年 6 月 17 日 
運営適正化委員会 

事務室 

①第 1 回苦情解決小委員会について 

②最近の苦情相談について 

委員長 

副委員長 

2 令和 3 年 9 月 13 日 

大阪社会福祉指導

センター 

相談室② 

①第 2 回苦情解決小委員会について 

②最近の苦情相談について 
副委員長 

3 令和 3 年 12 月 20 日 
大槻・吉原 

法律事務所 

①第 3 回苦情解決小委員会について 

②最近の苦情相談について 
委員長 

4 令和 4 年 2 月 10 日 
運営適正化委員会 

事務室 

①苦情解決第三者委員研修会の開催について 

②苦情相談の委員対応について(案) 

委員長 

副委員長 

5 令和 4 年 3 月 9 日 
運営適正化委員会 

事務室 

①第 4 回苦情解決小委員会について 

②最近の苦情相談について 

委員長 

副委員長 
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④ 苦情相談受付件数 

令和 3 年度の新規苦情相談件数は 500 件。その他の問い合わせ等は 156 件。 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

新規 50 49 49 51 43 38 38 34 34 39 29 46 500 

問合せ 14 11 9 9 15 20 14 6 8 13 14 23 156 

 

新規相談や再相談、事業者への苦情申し立て及び聴き取り調査、連絡、調整、その他の問い合わせ

等を含めた全ての総相談件数は 1,308 件 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

総相談 125 110 131 109 121 139 93 93 86 92 87 122 1,308 

 

 

⑤ 委員による聴き取り調査（開催回数：2 回） 

 開催日 会場 調査立ち合い者 

1 令和 3 年 6 月 8 日 大阪社会福祉指導センター 関川委員、堤委員、森脇委員、事務局 2 名 

2 令和 4 年 2 月 2 日 大阪社会福祉指導センター 辻川委員、事務局 2 名 

 

 

⑥ 委員による事業者への巡回訪問 

 本制度の対象となる社会福祉施設に対して、事業者段階における苦情対応が適切に行われることを

目的に、4 ヶ所の巡回訪問を行っている。 

今年度は、新型コロナウィルス感染症の社会福祉施設での感染予防の観点から中止した。 

 

 

（４）調査研究 

 

① 苦情解決第三者委員活動状況調査 

苦情解決第三者委員研修会参加申込者を対象に「第三者委員の活動状況」「第三者委員の役割と課

題」等について調査を行った。 

 

 

（５）研修の実施 

 

①「マッセ・市民セミナー」 

開催日 令和 3 年 11 月 15 日 

会 場 大阪社会福祉指導センター 5 階ホール 

参加者 35 名 

内 容  

第一部「利用者本位の福祉サービスとは ～運営適正化委員会の活動から考える～」 

【報告】「日常生活自立支援事業と運営監視小委員会の活動について」 

中川元氏（運営監視小委員会 委員長）  

【報告】「運営適正化委員会『苦情解決小委員会』について」 

関川雅世氏（苦情解決小委員会 副委員長）  

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ：緒方しのぶ氏（介護保険市民オンブズマン機構大阪 理事） 

 

第二部「コロナ禍をとおしてみえたコミュニケーションの大切さ 

～助け上手 助けられ上手のススメ～」 

【講義】新﨑国広氏（大阪教育大学 教育学部 教育協働学科 特任教授）  
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②「苦情解決第三者委員研修会」 

第三者委員活動の活性化を目的に、苦情解決第三者委員研修会を開催した。 

開催日 令和 4 年 2 月 24 日 

会 場 大阪社会福祉指導センターとオンラインでのハイブリッド方式で開催 

参加者 37 名（集合 6 名、オンライン 31 名） 

内 容 

【講義】「苦情解決のしくみのおける第三者委員の役割について」 

関川雅世氏（苦情解決小委員会 副委員長） 

【報告】「事業所における第三者委員活動について」 

曽我部伸一氏（社会福祉法人あゆみ会 特別養護老人ホームアンパス東大阪 施設長） 

 吉野真樹 氏（            〃              副施設長） 

【グループワーク】 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ：大槻和夫氏（運営適正化委員会 委員長、苦情解決小委員会 委員長）  

〃  ：関川雅世氏（苦情解決小委員会 副委員長） 

 

③ 他機関主催の研修会の講師派遣 

次の研修会に講師として運営適正化委員会委員、事務局職員を派遣した。 

 開催日 主催 研修内容 

1 令和 3 年 10 月 21 日 

福祉と人権の研修 

ネットワークおおさか 

一般財団法人 

大阪府地域福祉推進財団 

「福祉サービスの苦情解決の取り組み」 

～福祉サービスの質の向上をめざして～ 

派遣職員：瑞野茂郎事務局長、 

森下優子相談員 

2 

令和 4 年 

3 月 14 日～21 日 

（動画配信） 

柏原市自立支援協議会研修会 

「苦情解決・ 

カスタマーハラスメントについて 

派遣委員：苦情解決小委員会 

関川雅世副委員長 

 

（６）広報・啓発活動の実施 

 

① 「事業報告書」の発行 

「令和 2 年度：事業報告書」を 2,300 部作成し、法人・施設等の関係機関に配布した。 

 

② その他 

「ポスター、リーフレット、チラシ」「第三者委員活動事例集」等を法人・事業所に配布した。 

 

（７）その他 

 

① 近畿ブロック運営適正化委員会事務局担当者会議の開催 

 開催日 主催 内容 

1 令和 4 年 3 月 7 日 
大阪府社会福祉協議会 

（オンライン） 

令和 3 年度  

近畿ブロック運営適正化委員会事務局担当者会議 

 

② 関係機関の会議への参加 

関係機関の会議に事務局職員が参加した。 

 開催日 主催 内容 

1 令和 3 年 7 月 13 日 
全国社会福祉協議会 

（オンライン） 

令和 3 年度 

運営適正化委員会事業研究協議会 

2 令和 3 年 10 月 6 日 
全国社会福祉協議会 

（オンライン） 

令和 3 年度  

今後の権利擁護体制のあり方検討委員会 
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大阪府社会福祉協議会運営適正化委員会 設置規程 

 

  （設置） 

第 1条 社会福祉法第 83条の規定に基づき、大阪府社会福祉協議会（以下、「大阪府社 

 協」という）に運営適正化委員会（以下、「委員会」という）を置く。 

  （目的） 

第 2条 委員会は、福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保するとともに、福祉サ 

 ービス利用者等からの苦情を適切に解決することにより、福祉サービス利用者の利益を保 

 護することを目的とする。 

  （委員会の職務） 

第 3条 委員会は、次の各号に掲げる職務を行う。 

 一 福祉サービス利用援助事業の事業者に対する必要な助言、勧告等に関すること。 

 二 福祉サービスに関する苦情を解決するための相談、助言、調査及びあっせんに関す 

  ること。 

 三 虐待等のおそれがある場合の大阪府知事等への通知に関すること。 

 四 その他、目的達成に必要なこと。 

  （委員） 

第 4条 委員会の委員は、次に掲げる各号の定めるところにより、大阪府社協会長が選任 

 する。 

 一 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、公益を代表する者 10名 

 二 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、福祉サービス利用援助事業の対象者を 

  支援する団体を代表する者  5名 

 三 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、福祉サービスの提供者を代表する者 

  5名 

 四 法律に関し学識経験を有する者  7名 

 五 医療に関し学識経験を有する者   5名 

2 大阪府社協会長は、委員の選任に当たり、選考委員会の同意を得なければならない。 

3 選考委員会に関する事項は、別に定める規程による。 

  （任期） 

第 5条 委員の任期は 2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす 

 る。 

2 委員の再任はさまたげない。 

  （委員の解任） 

第 6条 大阪府社協会長は、委員が心身の故障のため職務の遂行ができないと認めるとき、 

 又は委員に職務上の義務違反その他委員たるに適しない行為があると認められるときは 

 これを解任することができる。 
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（委員長等） 

第 7条 委員会に委員長 1名、副委員長 1名を置き、公益等を代表する委員の中から選任す 

 る。委員長は委員の互選によって選び、副委員長は、委員長が指名する。 

2 委員長は会務を総理し、委員会を代表する。 

3 委員長に事故あるときは、副委員長が、その職務を代行する。 

  （会議） 

第 8条 委員会は委員長が招集する。 

2 委員会は、過半数の委員の出席がなければ、これを開き、議決することができない。 

3 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の 

 決するところによる。     

  （合議体） 

第 9条 委員会に次の各号に掲げる合議体を置く。 

 一 第 3条第一号に掲げる職務を行う合議体。（「日常生活自立支援事業・運営監視小委 

  員会」。以下「運営監視小委員会」という。） 

 二 第 3条第二号に掲げる職務を行う合議体。（「福祉サービス苦情解決小委員会」。以下 

  「苦情解決小委員会」という） 

 三 第一号、第二号に規定する合議体にそれぞれ複数で班を置くことができる。 

2 運営監視小委員会の委員は、次の各号に定めるところにより、委員のうちから委員長が指 

名する。 

 一 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、公益を代表する者  2名 

 二 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、福祉サービス利用援助事業の対象者を 

  支援する団体を代表する者  5名 

 三 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、福祉サービスの提供者を代表する者 

 5名 

 四 法律に関し学識経験を有する者  2名 

 五 医療に関し学識経験を有する者   2名 

3 苦情解決小委員会の委員は次の各号に定めるところにより、委員のうちから委員長が指名 

する。 

 一 社会福祉に関し学識経験を有する者のうち、公益を代表する者  8名 

 二 法律に関し学識経験を有する者  5名 

 三 医療に関し学識経験を有する者  3名 

4 前項に規定する小委員会それぞれに委員長 1名、副委員長若干名を置き、公益等を代表 

 する者から、これを選任する。委員長は、委員の互選によって選び、副委員長は委員長が指 

名する。 

5 委員長は会務を総理し、小委員会を代表する。 
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6 委員長に事故あるときは、副委員長が、その職務を代行する。 

7 小委員会は、委員長が招集する。 

8 小委員会は、委員総数の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することがで 

 きない。 

9 小委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員 

 長の決するところによる。 

10委員会において別段の定めをした場合のほかは、小委員会の議決をもって委員会の 

 議決とする。 

11その他、小委員会の運営について必要な事項は別に定める。 

  （委員の守秘義務） 

第 10条 委員会の委員又は委員の職務にあった者は、その職務に関して知り得た秘密を 

 漏らしてはならない。 

  （情報の公開） 

第 11条 委員会は、年 1回、委員会の業務の状況及びその成果について報告書を作成し、 

 これを公表しなければならない。 

  （事務局） 

第 12条 委員会の事務をおこなうため、委員会に事務局を置く。 

2 委員会の事務局職員又は職員の職務にあった者は、その職務に関して知り得た秘密を 

 漏らしてはならない。 

3 その他、事務局に関する必要事項は、別に定める。 

  （その他） 

第 13条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営等に関して必要な事項は、別に定 

 める。 

 

附 則 

この規程は、平成 29年 12月 4日から施行する。 

「運営適正化委員会設置要綱（平成 12年 9月 6日施行）」は本規程の施行をもって廃止する。 
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大阪府社会福祉協議会 運営適正化委員会の設置 

 

 

 
 

 

大阪府社会福祉協議会 

運営適正化委員 

選考委員会 

（委員数 12名） 

 

大阪府社会福祉協議会 

運営適正化委員会 

 

事務局 

（3名） 

 

運営監視小委員会 

（委員数 16名） 

 

 

苦情解決小委員会 

（委員数 16名） 

 

●委嘱 ●会長は、人事に関する事項以外に 

業務命令等をすることはできない 

●社会福祉法施行令 

第 15条第 3 項 

●社会福祉法第 83条（設置） 

●福祉サービス利用援助事業の監視 

（業務全般の監視を行ない、必要に応

じて助言・現地調査または勧告を行

なう。） 

●運営適正化委員会の委員 

候補者の適否について審議 

●福祉サービスに関する苦情解決 

（利用者等からの苦情を適切に解決

するため、助言・相談・調査・あっ

せん又は知事への通知を行なう。） 



 

 

 

 運 営 監 視 事 業  

 

 

（１） 日常生活自立支援事業と運営監視について 

（２） 実施機関の利用契約状況 
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３．運営監視事業 

 

（１）日常生活自立支援事業と運営監視について 

    

＜制度創設の背景＞ 

○ 平成 11 年 10月に「地域福祉権利擁護事業」としてスタートした。 

背景としては、社会福祉法や介護保険法の施行により、福祉サービスの利用者自らがサービスを

選択し、契約により利用する制度に見直されたことによる。 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など判断能力が必ずしも十分でない方々について、

福祉サービスを利用する際の支援が課題となった。 

 また、こうした判断能力が十分でない方は、福祉サービスを適切に利用できないだけでなく、日

常的な金銭管理を一人では行うことも困難なことが多いのが実情であり、適切な対応が課題となっ

ていた。 

 

○ 日常生活自立支援事業は、制度発足以来、認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など判断

能力が十分でない方々が、地域において自立した生活が送れるよう、福祉サービスの利用に関する

情報提供、助言、手続きの援助、利用料の支払い等、福祉サービスの適切な利用のための一連の援

助を行うものである。 

 

○ 具体的には、本人または代理人が社会福祉協議会等との委任契約を締結することによってこのサ

ービスを利用することになる。 

 市区町村社会福祉協議会に配置された「専門員」が利用者の各種相談に応じるとともに、利用者

ごとに適切な援助内容を定め、直接援助を行う担当の「生活支援員」を決め、具体的なサービスは

その生活支援員が行うこととなる。 

 

○ 日常生活自立支援事業は、社会福祉法上「福祉サービス利用援助事業」として第 2 種社会福祉事

業に位置付けられている。これは、法律に規定することにより、その適正な運営を確保し、公的信

頼性を高めるためであり、厚生労働省が「地域福祉権利擁護事業」として国庫補助とした。 

 平成 19 年 4 月、名称が変更され、「地域福祉権利擁護事業」から「日常生活自立支援事業」とな

ったが、法的位置づけや、事業の内容に変更はない。 

 

○ これらの事業が適正に運営されるよう監視を行う「運営適正化委員会（運営監視合議体）」を設け

ることにより、利用者が安心して利用できる仕組みとした。 

 

＜事業の実施主体＞ 

事業の実施主体は、都道府県・指定都市社会福祉協議会である。 

     大阪府社協（41市町村社協に事業を委託） 

     大阪市社協（24区社協に事業を委託） 

     堺市社協 

 

＜事業の対象者＞ 

判断能力が十分でない認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など日常生活を営む上で必要と

なる福祉サービスの利用等について自己の判断で適切に行うことが困難な方。 

 同時に、本事業の契約内容に関して判断し得る能力を有していると認められることが必要。 
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＜援助の範囲＞ 

○ 本事業の援助は、福祉サービスの利用援助、福祉サービスの利用に係る苦情解決制度の利用援助、  

住宅改造、居住家屋の賃借、日常生活上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続きに関する援助、

その他、福祉サービスの適切な利用のために必要な一連の援助。 

 

○ 上記に伴う援助内容として、預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続き等、利用者

の日常生活費の管理（日常的金銭管理）、定期的な訪問による生活変化の察知（見守り）がある。 

 

○ さらに実施主体の判断により、預貯金通帳等の書類預かりサービスを、福祉サービスの利用援助

に付随して実施できることとしている。 

 

＜具体的な援助の仕組み＞ 

○ 本人と社会福祉協議会が利用契約を結ぶ。 

 

○ 具体的な援助は、社会福祉協議会に雇用される「専門員」と「生活支援員」が行う。 

 

「専 門 員」… 初期相談から本人に必要な援助の特定（支援計画の策定）、本事業に必要な契

約締結能力の確認、契約締結に関する業務を行う。 

 

「生活支援員」… 定められた支援計画に基づき、定期的にあるいは本人から依頼のあった際に

援助を行う。 

 

＜安心して利用してもらうための仕組み＞ 

「契約締結審査会」… 本人の契約締結能力に疑義が生じた時に相談できるよう、専門家から

なる「契約締結審査会」を設置する。 

 

「運営適正化委員会」… 事業の透明性、公正性の担保や本事業に関する苦情解決のため、実施

主体は運営適正化委員会に対し、事業の実施状況について定期的に報告

する義務があるとし、委員会は事業者に対し必要な助言又は勧告をする

ことができるとしている。 

  

◇ 社会福祉法 

（運営適正化委員会の行う福祉サービス利用援助事業に関する助言等）  

第八十四条 

運営適正化委員会は、第八十一条の規定により行われる福祉サービス利用援助事業の適正な運営

を確保するために必要があると認めるときは、当該福祉サービス利用援助事業を行う者に対して必

要な助言又は勧告をすることができる。  

２  福祉サービス利用援助事業を行う者は、前項の勧告を受けたときは、これを尊重しなければなら

ない。 

 

◇ 平成 12 年 6月 7日 厚生省社会・援護局長 「運営適正化委員会の設置要綱について」 

 運営監視合議体は、福祉サービス利用援助事業の実施主体（都道府県社会福祉協議会から委託を受

けて実施する者を含む）が行う事業の透明性、公正性を担保し、事業の適正な運営を確保するため、

実施主体から定期的に業務実施状況（契約締結審査会による審査を含む）について報告を受けること

等により、実施主体の事業全般の監視を行い、必要に応じて実施主体に対して助言、現地調査又は勧

告を行うものとする。 
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岸 和 田 市 38 10 25 0 73 28 11 17 0 56 141 76 143 0 360

豊 中 市 23 2 11 0 36 19 0 4 0 23 91 16 77 0 184

池 田 市 7 2 1 0 10 5 0 1 0 6 7 5 10 0 22

吹 田 市 4 5 9 0 18 1 3 4 0 8 10 26 62 0 98

泉 大 津 市 5 4 3 0 12 10 1 3 0 14 30 19 24 0 73

高 槻 市 8 1 11 0 20 6 0 2 0 8 34 25 28 0 87

貝 塚 市 3 4 2 0 9 6 0 3 0 9 26 25 26 0 77

守 口 市 11 2 3 0 16 10 2 1 0 13 41 18 30 0 89

枚 方 市 13 3 7 0 23 10 4 2 0 16 44 42 54 0 140

茨 木 市 5 2 3 0 10 6 1 4 0 11 30 30 34 0 94

八 尾 市 8 5 15 0 28 8 1 8 0 17 36 48 68 0 152

泉 佐 野 市 1 7 4 0 12 1 2 6 0 9 7 26 23 0 56

富 田 林 市 0 3 4 0 7 2 4 2 0 8 13 19 16 0 48

寝 屋 川 市 4 6 3 0 13 5 1 7 0 13 20 33 60 0 113

河 内 長 野 市 2 0 1 0 3 3 0 1 0 4 13 8 21 0 42

松 原 市 3 2 9 0 14 8 0 6 0 14 8 14 30 0 52

大 東 市 5 3 3 0 11 11 2 1 0 14 20 28 28 0 76

和 泉 市 5 6 5 0 16 3 3 5 0 11 12 24 34 0 70

箕 面 市 5 2 2 0 9 7 0 3 0 10 16 20 17 0 53

柏 原 市 1 1 0 0 2 4 3 3 0 10 14 9 26 0 49

羽 曳 野 市 1 0 5 0 6 3 1 4 0 8 9 15 28 0 52

門 真 市 6 2 1 0 9 4 2 3 0 9 20 22 20 0 62

摂 津 市 0 1 0 0 1 0 1 1 0 2 7 12 8 0 27

高 石 市 15 0 5 0 20 9 1 0 0 10 30 4 19 0 53

藤 井 寺 市 2 0 1 0 3 6 1 0 0 7 19 10 10 0 39

東 大 阪 市 18 12 32 0 62 25 6 17 0 48 87 93 186 0 366

泉 南 市 3 5 2 0 10 5 3 3 0 11 11 42 16 0 69

四 條 畷 市 4 2 1 0 7 1 1 0 0 2 19 8 3 0 30

交 野 市 0 0 2 0 2 2 1 3 0 6 4 10 11 0 25

大 阪 狭 山 市 1 1 1 0 3 2 1 1 0 4 4 9 21 0 34

阪 南 市 4 2 2 0 8 7 0 1 0 8 15 25 19 0 59

島 本 町 3 0 3 0 6 4 0 2 0 6 4 5 20 0 29

豊 能 町 0 0 1 0 1 0 0 2 0 2 0 2 1 0 3

能 勢 町 1 2 0 0 3 1 0 0 0 1 4 3 0 0 7

忠 岡 町 3 1 3 0 7 6 3 2 0 11 12 8 4 0 24

熊 取 町 5 3 3 0 11 3 2 3 0 8 11 6 22 0 39

田 尻 町 1 0 0 0 1 2 1 1 0 4 3 1 5 0 9

岬 町 3 0 1 0 4 1 1 1 0 3 14 5 5 0 24

太 子 町 1 6 0 0 7 0 2 0 0 2 2 15 0 0 17

河 南 町 0 0 2 0 2 1 0 0 0 1 2 4 4 0 10

千 早 赤 坂 村 1 0 2 0 3 0 0 0 0 0 4 0 2 0 6

合 計 223 107 188 0 518 235 65 127 0 427 894 810 1,215 0 2,919

-17-

（２）　実施機関の利用契約状況

市町村名

令和3年度新規契約件数 令和3年度契約終了件数 令和3年度末利用件数



②　社会福祉法人　大阪市社会福祉協議会　あんしんさぽーと
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知
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齢
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等
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的
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障
が
い
者
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そ
の
他

合
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北 区 1 0 0 0 1 6 0 1 0 7     22       13    9     1 45       

都 島 区 7 0 2 0 9 3 0 1 0 4     31       8     7     0 46       

福 島 区 2 1 0 0 3 7 1 1 0 9     9         9     3     0 21       

此 花 区 4 1 0 0 5 7 0 3 0 10    29       8     2     0 39       

中 央 区 6 0 1 0 7 5 0 0 0 5     26       3     3 1 33       

西 区 1 1 2 0 4 4 0 0 0 4     20       4     11    0 35       

港 区 5 2 1 0 8 9 1 6 1 17    42       33    23    1 99       

大 正 区 11 0 1 0 12 16 1 2 0 19    38       9     15    2 64       

天 王 寺 区 5 0 1 0 6 5 0 0 0 5     15       1     9     0 25       

浪 速 区 12 4 2 0 18 10 0 0 0 10    76       19    24    0 119     

西 淀 川 区 3 3 4 0 10 5 3 3 0 11    33       22    22    1 78       

淀 川 区 6 2 4 0 12 15 1 5 0 21    41       14    33    1 89       

東 淀 川 区 13 6 1 0 20 25 4 3 0 32    116     38    46    1 201     

東 成 区 5 1 3 0 9 8 2 0 0 10    32       16    21    0 69       

生 野 区 16 4 5 0 25 21 0 5 0 26    82       22    38    0 142     

旭 区 2 4 2 0 8 15 4 3 1 23    28       34    33    1 96       

城 東 区 18 3 4 0 25 16 3 5 1 25    65       43    35    0 143     

鶴 見 区 6 3 4 0 13 8 2 1 0 11    34       34    18    0 86       

阿 倍 野 区 4 1 2 0 7 3 2 1 0 6     16       7     8     0 31       

住 之 江 区 14 7 1 0 22 31 1 3 0 35    77       28    30    1 136     

住 吉 区 10 2 2 0 14 9 1 3 0 13    64       30    24    0 118     

東 住 吉 区 7 0 1 0 8 26 2 8 0 36    102     39    43    0 184     

平 野 区 16 0 3 0 19 24 5 5 0 34    88       60    57    0 205     

西 成 区 24 8 9 0 41 56 9 11 0 76    263     97    121  0 481     

合 計 198  53    55    0 306 334  42    70    3     449  1,349   591  635  10    2,585   

③　社会福祉法人　堺市社会福祉協議会
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堺 市 9 16 12 5 42 25 12 22 1 60 90 179 136 14 419
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区名

令和3年度新規契約件数 令和3年度末利用件数令和3年度契約終了件数

令和3年度新規契約件数 令和3年度契約終了件数 令和3年度末利用件数



 

 

 

 苦 情 解 決 事 業  

 

 

（１） 苦情の特徴 

（２） 苦情受付と対応 

（３） 苦情相談対応事例 

 

 令和 3年度の苦情相談件数は新規分で 500件となりました。 

 その中から、8ケースを「苦情相談対応事例」として掲載いたします。 

 なお、各ケースの内容につきましては、個人情報の取り扱い規定を踏まえ、

記載表現について配慮したものにしてあります。 
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４．苦情解決事業 

（１）苦情の特徴 

○ 令和 3 年度の新規苦情件数は 500 件。再相談、事業者への苦情の申し立て及び現地での聴き取り

調査、連絡、調整、その他問い合わせ等を含めた総相談件数は 1,308件。 

○ 新規の分野別の件数では、障がい分野の苦情が 296件（全体の 59.2％）と最も多かった。次いで、

高齢者分野の苦情件数が 97件（19.4％）と多いが、高齢者分野の場合、介護保険との関係で大阪

府国民健康保険団体連合会や市町村の苦情相談窓口、地域包括支援センターなど身近な機関へ相

談する傾向があるため、相談が分散していると思われる。児童分野 53件（10.6％）、その他 54件

（10.8％）となっている。 

○ 全体の 234 件（46.8％）が匿名または匿名希望の相談。 

○ 初回受付方法では電話が 438件と最も多かった。次いで、メールが 50 件。書面 10件、来所 2 件。

なお、来所については新型コロナウィルス感染拡大を踏まえ、中止もしくは予約制で実施した。 

○ 申出人の属性は、本人 288件（57.6％）、家族等 156件（31.2％）、職員 23 件（4.6％）、代理人 

1件（0.6％）、その他 32 件（6.4％）となっている。 

 

（２）苦情受付と対応 

新
規
相
談
件
数 

項目 

 

月 

苦    情 その他 

問い合 

わせ等 

合 計 
受 付 

苦 情 解 決 の 結 果 

相談助言 紹介伝達 あっせん 通 知 その他 

4 50 45 1 0 0 4 14 64 

5 49 39 4 0 0 6 11 60 

6 49 34 7 0 0 8 9 58 

7 51 41 4 0 0 6 9 60 

8 43 36 4 0 0 3 15 58 

9 38 26 4 0 0 8 20 58 

10 38 24 8 0 0 7 14 52 

11 34 30 2 0 0 2 6 40 

12 34 26 6 0 0 2 8 42 

1 39 13 9 0 0 17 13 52 

2 29 16 4 0 0 9 14 43 

3 46 23 3 0 0 20 23 69 

合 計 500 353 55 0 0 92 156 656 

    

総
相
談
件
数
（
新
規
相
談
件
数
も
含
む
） 

項目 

 

月 

苦    情 その他 

問い合 

わせ等 

合 計 
受 付 

苦 情 解 決 の 結 果 

相談助言 紹介伝達 あっせん 通 知 その他 

4 111 105 1 0 0 5 14 125 

5 99 86 4 0 0 9 11 110 

6 122 85 24 0 0 13 9 131 

7 100 79 11 0 0 10 9 109 

8 106 87 12 0 0 7 15 121 

9 119 93 14 0 0 12 20 139 

10 79 51 19 0 0 9 14 93 

11 87 77 5 0 0 5 6 93 

12 78 58 16 0 0 4 8 86 

1 79 31 22 0 0 26 13 92 

2 73 42 15 0 0 16 14 87 

3 99 60 8 0 0 31 23 122 

合 計 1,152 854 151 0 0 94 156 1,308 
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社 援 第 １ ３ ５ ４ 号 

平成 12 年６月７日 

 

（ 一 部 改 正 ） 

社援発０３０７第７号 

平成 29 年３月７日 

 

各都道府県知事 殿 

 

厚生省社会・援護局長 

 

 

運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業について 

 

 

 本日付けで公布、施行された「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改

正する等の法律(平成 12年法律第 111 号)」の施行に伴い、社会福祉法第 83 条の規定に

より、福祉サービス利用援助事業の適正な運営の確保及び福祉サービスに関する苦情の

解決を行う機関として、都道府県社会福祉協議会に運営適正化委員会が設置されること

となったところです。 

 つきましては、運営適正化委員会が行う福祉サービスに関する苦情解決事業について、

別紙のとおり実施要綱を定めましたので、管下関係機関にご周知の上、円滑な事業実施

が図られるよう、ご配意願います。 

 なお、当該実施要綱は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言として通知するものです。 

 

 

改正後全文 



1 

 

別紙 

 

運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業実施要綱 

 

第 1 実施目的 

 運営適正化委員会における福祉サービスに関する苦情解決事業(以下「事業」とい

う。)は、福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、助言、

相談、調査若しくはあっせん又は都道府県知事への通知を行うことにより、福祉サ

ービスの適切な利用又は提供を支援するとともに、福祉サービスの利用者の権利を

擁護することを目的とする。 

 

第 2 実施主体 

 事業は、都道府県社会福祉協議会に設置する運営適正化委員会が実施する。 

 

第 3 事業の実施体制 

 苦情解決事業に係る個別具体的な案件については、運営適正化委員会に設置され

る苦情解決合議体により取り扱うこととする。運営適正化委員会及び苦情解決合議

体の組織等については、社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)、社会福祉法施行令(昭

和 33 年政令第 185 号)、社会福祉法施行規則(昭和 26 年厚生省令第 28 号)及び運営

適正化委員会等の設置要綱について(平成 12 年６月７日社援第 1353 号社会・援護局

長通知)の定めるところによる。 

 

第 4 事業の対象範囲 

 1 対象とする「福祉サービス」の範囲 

  事業の対象とする福祉サービスの範囲は、社会福祉法第２条に規定する社会福

祉事業において提供されるすべての福祉サービスとすること。 

  ただし、地域における社会福祉事業以外の福祉サービスの供給状況などを踏ま

え、これらのサービス利用者等の権利擁護を積極的に推進するため、運営適正化

委員会が必要と認める場合は、対象範囲を拡大することができる。 

 

 2 対象とする「苦情」の範囲 

  事業の対象とする苦情の範囲は、次のとおりとすること。 

 (1) 特定の利用者からの福祉サービスに関する苦情 

  ① 福祉サービスに係る処遇の内容に関する苦情 

  ② 福祉サービスの利用契約の締結、履行又は解除に関する苦情 

 (2) (1)以外に、不特定の利用者に対する福祉サービスの提供に関する申し立て 

  ① 福祉サービスに係る処遇の内容に関する申し立て 

  ② 福祉サービスの利用契約の締結、履行又は解除に関する申し立て 



2 

 

 なお、次に該当する場合は、実質的な苦情解決が困難なものとして、事業の対

象として取り扱わないことができること。 

 (1) 苦情に係る紛争について、裁判所において係争中又は判決等がなされた場合 

 (2) 行政不服審査法の規定による不服申し立てがなされている又は不服申し立

てによる裁決、決定があった場合 

 (3) 他の苦情解決機関において既に受理され、審査等が行われている場合 

 (4) 既に当該運営適正化委員会において、審査等がなされ、対応が終了している

場合 

 (5) 苦情の原因となった事実から一定期間が経過するなど、確実な事情調査を実

施することが困難と判断される場合 

 (6) 業務上の過失に該当するか否かの調査の要求を主たる内容とする場合 

 (7) 他機関での対応が優先されるべき内容である場合 

 

 3 苦情の「申出人」の範囲 

  苦情の申出人の範囲は、次のとおりとすること。 

 (1) 特定の利用者からの福祉サービスに関する苦情 

   福祉サービスの利用者、その家族、代理人等 

 (2) (1)以外に、不特定の利用者に対する福祉サービスの提供に関する申し立て 

    民生委員・児童委員、当該事業者の職員等、当該福祉サービスの提供に関す

る状況を具体的かつ的確に把握している者 

 

第 5 事業の実施方法 

 1 苦情の受付等 

 (1) 苦情の申出は、委員又は常設の事務局が、できる限り常時受け付けること。 

 (2) 苦情の受付に際しては、内容の確認、書面での整理及び解決方法に関する苦

情の申出人(以下「申出人」という。)の意向の確認を行うこと。 

    その際、事業の対象外である苦情等については、関係機関等を紹介するなど

適切な対応を行うこと。 

 なお、運営適正化委員会による第三者的な判断等を必要とせず、直接、当該

苦情に係る福祉サービスを提供した社会福祉事業の経営者(以下「事業者」と

いう。)との話合い等により解決することが適当であると認められる苦情につ

いては、申出人又は申出人及び事業者の双方に対して、当事者同士による適切

な解決を推奨すること。 

 (3) 虐待や法令違反など明らかに改善を要する重大な不当行為等に関する内容

の苦情を受けた場合には、都道府県知事に対し、速やかに通知すること。 

    また、関係法令により通報が義務付けられている事項については、当該関係

法令の定めるところにより、関係機関に対し、速やかに通報すること。 

 (4) 投書等の匿名の苦情を受けた場合についても、内容に応じた適切な対応を行
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うこと。 

 

 2 解決方法の検討 

  申出人の意向を尊重しつつ、次の事項の要否など解決のための方法を検討する

こと。 

  ① 事情調査 

  ② 申出人への助言 

  ③ 申出人と事業者との話合い等による解決のあっせん 

  ④ 都道府県知事への通知 

 

 3 事情調査 

  苦情の内容の事実確認を行う必要がある場合には、申出人及び事業者の双方の

同意を得て、おおむね次の手順で事情調査を行うこと。 

  ① 事業者に対する苦情内容の通知 

  ② 聴き取り又は実地調査などによる苦情の内容に関する事実確認 

  ③ 事業者の意見等の聴取 

  ※ なお、運営適正化委員会の行う事情調査その他事業に関連する範囲内にお

いて、事業者又は関係職員がその職務等に関する事実を同委員会に伝えるこ

とについては、事情調査について利用者の同意を得ていることから、社会福

祉に関する法令等において課されている秘密保持義務違反に該当しない「正

当な理由」と解される。 

 

 4 解決方法の決定 

 (1) 事情調査に基づき、申出人に対する助言、事業者に対する申入れ等の要否及

びその内容の検討を行うこと。 

 (2) 事情調査の結果、申出人その他福祉サービスの利用者の処遇につき不当な行

為が行われているおそれがあると認める場合は、都道府県知事に対し、速やか

に通知すること。 

    また、関係法令により通報が義務付けられている事項については、当該関係

法令の定めるところにより、関係機関に対し、速やかに通報すること。 

 (3) 解決方法の検討結果に基づき、必要に応じ、申出人に対する助言や事業者に

対する申入れを適切に行うこと。 

 (4) 検討の結果、申出人と事業者との話合いによる解決が適当と認められる場合

は、双方に対し、合議体の行うあっせんについて紹介すること。 

 

 5 あっせん 

  社会福祉法施行規則に定めるところによるほか、次によること。 

 (1) 苦情の解決のためのあっせんにおいては、合議体の委員があっせん員になる
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こと。 

 (2) あっせん員は、公正性の確保のため複数名とすること。 

 (3) 話合いのみで解決ができないと認められる場合は、合議体のあっせん案の提

示についての要否を申出人及び事業者の双方から確認すること。 

 (4) 申出人及び事業者の双方からあっせん案の提示についての要求がある場合

には、合議体においてあっせん案を作成し、申出人及び事業者に提示すること。 

 

 6 結果の確認 

  不調に終わったものを除き、一定期間経過後、申出人及び事業者から、解決結

果又は当該苦情に係る事項の改善結果などの報告を受け、確認すること。 

 

 7 苦情の件数、処理結果等の公表 

  運営適正化委員会は、少なくとも年に 1 回、申出のあった苦情の件数、内容、

処理結果等について、プライバシーに配慮した適切な方法により公表を行うこと。 

 

 8 標準処理期間 

  事例の積み重ねにより、苦情の受付からあっせん案の提示まで等に要する標準

的な期間を公表すること。 

 

第 6 その他関連事業の実施について 

 1 広報・啓発活動 

  事業について、利用者、社会福祉事業の経営者等に対して幅広く周知を図り、

苦情の申出をしやすくするとともに、社会福祉事業の経営者が安心して事業を利

用することができるようにするため、事業に関するパンフレットを作成して配布

するなど、広報・啓発に努めること。 

 

 2 社会福祉事業の経営者等に対する研修会 

  苦情の解決の仕組みの周知や理解の促進を図るため、社会福祉事業の経営者等

に対して必要な研修を実施すること。 

 

 3 巡回指導について 

 社会福祉事業の経営者の段階における自主的な苦情解決が適切に行われるよう、

社会福祉事業の経営者の求めに応じて巡回指導を行うこと。 

 

 4 調査研究について 

  苦情を適切に解決した事例を蓄積することにより、苦情内容に応じた解決手順

の定型化を図るなど、円滑な事業の実施に資するための調査研究を行うこと。 

  また、調査研究の成果を書籍等にするなどの取組が望まれる。 
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第 7 他の苦情解決の仕組み等との関係について 

  福祉サービスに関する苦情への対応については、地方自治体、社会福祉事業の

経営者団体などにおいて相談窓口が設けられつつあるが、さまざまな苦情解決の

仕組みが整備されることは望ましいことであり、どの仕組みを利用するかは、利

用者の選択によることが基本である。 

  なお、介護保険制度の対象となる福祉サービスに関する苦情については、介護

保険法に基づき、国民健康保険団体連合会において対応することが基本であるが、

利用者の選択により運営適正化委員会の事業を活用することも当然可能である。 

  このような前提の下、利用者の権利擁護を図る観点から、他の苦情解決機関等

との連携を十分に確保すること。したがって、介護報酬の一部負担分の支払に関

する苦情等、運営適正化委員会での対応が難しい苦情については、国民健康保険

団体連合会の窓口を紹介するなど、苦情の内容等に応じた適切な対応を行うこと

が重要であるため、各地域の実情に応じて、関係機関との密接な連絡体制の整備

を図ること。 

  また、生活福祉資金等、独自の審査機関等を設けているものについては、苦情

解決の調査に当たってこれらの機関に照会する等の対応を行うこと。 

 

第 8 国庫補助 

  本実施要綱に基づく事業に要する経費については、別に定めるところにより補

助するものとする。 



障 第 ４ ５ ２ 号 
社 援 第 １ ３ ５ ２ 号 
老 発 第 ５ １ ４ 号 
児 発 第 ５ ７ ５ 号 
平成 12 年６月７日 

 
（ 一 部 改 正 ） 
雇児発０３０７第１号 

社援発０３０７第６号 

老 発０３０７第 42 号 

平 成 29 年 ３ 月 ７ 日 
 
  都道府県知事 
各 指定都市市長 殿 
  中核市市長 
 

厚生省大臣官房障害保健福祉部長 
厚 生 省 社 会 ・ 援 護 局 長 
厚 生 省 老 健 局 長 
厚 生 省 児 童 家 庭 局 長 

 
 
社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について 

 
 社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等の法律(平成 12 年６

月７日法律第 111 号)の施行に伴い、社会福祉法第 82 条の規定により、社会福祉事業の

経営者は、常に、その提供する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解

決に努めなければならないものとされます。 

 そこで、新たに導入される苦情解決の仕組みが円滑に機能するよう、福祉サービスを

提供する経営者が自ら苦情解決に積極的に取り組む際の参考として、苦情解決の体制や

手順等について別紙のとおり指針を作成しましたので、貴管内市町村(指定都市及び中

核市除く)及び関係者に周知をお願いします。 

 なお、当該指針については、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言として通知するものです。 

 また、社会福祉法第 65 条の規定により、厚生大臣が利用者等からの苦情への対応に

ついて必要とされる基準を定めることとされたこと等に伴う対応については、児童福祉

法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法等に基づく各施設の最低基準の改正等を検討

しているところであり、追って通知する予定です。 

改正後全文 
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(別紙) 

 

社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針 

 

(対象事業者) 

 社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業を経営する者とする。 

 また、上記以外の福祉サービスを提供する者等についても、本指針を参考として、苦

情解決の仕組みを設けることが望まれる。 

  

 

1 苦情解決の仕組みの目的 

 ○ 自ら提供するサービスから生じた苦情について、自ら適切な対応を行うことは、

社会福祉事業の経営者の重要な責務である。 

 ○ このような認識に立てば、苦情への適切な対応は、自ら提供する福祉サービスの

検証・改善や利用者の満足感の向上、虐待防止・権利擁護の取組の強化など、福祉

サービスの質の向上に寄与するものであり、こうした対応の積み重ねが社会福祉事

業を経営する者の社会的信頼性の向上にもつながる。 

 ○ 苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保し、一定のルールに沿った方法で解決

を進めることにより、円滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適正性の確保を図

ることが重要である。 

 

2 苦情解決体制 

(1) 苦情解決責任者 

   苦情解決の責任主体を明確にするため、施設長、理事等を苦情解決責任者とする。 

 

(2) 苦情受付担当者 

 ○ サービス利用者が苦情の申出をしやすい環境を整えるため、職員の中から苦情受

付担当者を任命する。 

 ○ 苦情受付担当者は以下の職務を行う。 

  ア 利用者からの苦情の受付 

  イ 苦情内容、利用者の意向等の確認と記録 

  ウ 受け付けた苦情及びその改善状況等の苦情解決責任者及び第三者委員への報

告 

 

(3) 第三者委員 

   苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応

を推進するため、第三者委員を設置する。 

 ○ 設置形態 
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  ア 事業者は、自らが経営するすべての事業所・施設の利用者が第三者委員を活用

できる体制を整備する。 

  イ 苦情解決の実効性が確保され客観性が増すのであれば、複数事業所や複数法人

が共同で設置することも可能である。 

 ○ 第三者委員の要件 

  ア 苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること。 

  イ 世間からの信頼性を有する者であること。 

 (例示) 

  評議員、監事又は監査役、社会福祉士、民生委員・児童委員、大学教授、弁護士な

ど 

 ○ 人数 

   第三者委員は、中立・公正性の確保のため、複数であることが望ましい。その際、

即応性を確保するため個々に職務に当たることが原則であるが、委員相互の情報交

換等連携が重要である。 

 ○ 選任方法 

   第三者委員は、経営者の責任において選任する。 

 (例示) 

  ア 理事会が選考し、理事長が任命する。 

  イ 選任の際には、運営協議会や利用者等からの意見聴取を行う。 

 

 ○ 職務 

  ア 苦情受付担当者からの受け付けた苦情内容の報告聴取 

  イ 苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人への通知 

  ウ 利用者からの苦情の直接受付 

  エ 苦情申出人への助言 

  オ 事業者への助言 

  カ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの立ち会い、助言 

  キ 苦情解決責任者からの苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取 

  ク 日常的な状況把握と意見傾聴 

 ○ 報酬 

   第三者委員への報酬は中立性の確保のため、実費弁償を除きできる限り無報酬と

することが望ましい。ただし、第三者委員の設置の形態又は報酬の決定方法により

中立性が客観的に確保できる場合には、報酬を出すことは差し支えない。 

   なお、かかる経費について措置費等より支出することは、差し支えないものとす

る。 

 

3 苦情解決の手順 

(1) 利用者への周知 
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   施設内への掲示、パンフレットの配布等により、苦情解決責任者は、利用者に対

して、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員の氏名・連絡先や、苦情解

決の仕組みについて周知する。 

 

(2) 苦情の受付 

 ○ 苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も

直接苦情を受け付けることができる。 

 ○ 苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を書面に記録し、そ

の内容について苦情申出人に確認する。 

  ア 苦情の内容 

  イ 苦情申出人の希望等 

  ウ 第三者委員への報告の要否 

  エ 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要

否 

 ○ ウ及びエが不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を

図る。 

 

(3) 苦情受付の報告・確認 

 ○ 苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報

告する。ただし、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をし

た場合を除く。 

 ○ 投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し、必要な対応を行う。 

 ○ 第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認

するとともに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知する。 

 

(4) 苦情解決に向けての話し合い 

 ○ 苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申

出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。 

 ○ 第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次によ

り行う。 

  ア 第三者委員による苦情内容の確認 

  イ 第三者委員による解決案の調整、助言 

  ウ 話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認 

  なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。 

 

(5) 苦情解決の記録、報告 

   苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確

保される。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。 
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  ア 苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に

記録をする。 

  イ 苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、

必要な助言を受ける。 

  ウ 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及

び第三者委員に対して、一定期間経過後、報告する。 

 

(6) 解決結果の公表 

 利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図る

ため、個人情報に関するものを除き、インターネットを活用した方法のほか、「事業

報告書」や「広報誌」等に実績を掲載し、公表する。 



 

平成 12 年 6 月 26 日 

 

 

事業者段階における「苦情解決」の体制整備について 

 

 

 

全国社会福祉協議会 

 

 

社会福祉の増進のための社会福祉法等の一部を改正する等の法律（平成 12年 6月 1日法

律第 111号）の施行に伴う、社会福祉法第 82条の規定及び局長通知「社会福祉事業の経営

者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について（平成 12年 6月 7日付障

第 452 号、社援第 1352 号、老発第 514 号、児発第 575 号）」により、社会福祉事業の経営

者は、常に、その提供する福祉サービスについて、利用者等からの苦情の適切な解決に努

めなければならないものとされました。 

このため、事業者段階における「苦情解決」の体制整備の参考に資するため、業務の流

れ、書式（例）及び掲示又はパンフレットに盛り込む内容例を作成いたしました。 

 

 

 

1. 業務の流れ 

(1)苦情の受付 

◇苦情受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付ける。なお、第三者委員も直

接苦情を受け付けることができる。 

◇苦情受付担当者は、利用者からの苦情受付に際し、次の事項を書面に記録し、その

内容について苦情申出人に確認する。 

ア.苦情の内容  イ.苦情申出人の希望等  ウ.第三者委員への報告の要否 

エ.苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要

否 

◇ウ及びエが不要な場合は、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いによる解決を図

る。 

 

 

(2)苦情受付の報告・確認 

◇苦情受付担当者は、受け付けた苦情はすべて苦情解決責任者及び第三者委員に報告

する。ただし、苦情申出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした

場合を除く。 

◇投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し、必要な対応を行う。 

◇第三者委員は、苦情受付担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認す

るとともに、苦情申出人に対して報告を受けた旨を通知する。 

 

 

(3)苦情解決に向けての話し合い 

◇苦情解決責任者は苦情申出人との話し合いによる解決に努める。その際、苦情申出

人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができる。 



 

 

 

◇第三者委員の立ち会いによる苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いは、次により

行う。 

ア.第三者委員による苦情内容の確認 

イ.第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ.話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認 

なお、苦情解決責任者も第三者委員の立ち会いを要請することができる。 

 

 

(4)苦情解決結果の記録、報告 

◇苦情解決や改善を重ねることにより、サービスの質が高まり、運営の適正化が確保

される。これらを実効あるものとするため、記録と報告を積み重ねるようにする。 

ア.苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記

録をする。 

イ.苦情解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し、必

要な助言を受ける。 

ウ.苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、苦情申出人及び

第三者委員に対して一定期間経過後、報告する。 

 

 

(5)解決結果の公表 

◇利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るた

め、個人情報に関するものを除き「事業報告書」や「広報誌」等に実績を掲載し、

公表する。 

 

 

 

2. 書類の整備 

「苦情解決」の体制整備をする際、社会性や客観性を確保し円滑に実施するため、各事

業所では業務の流れに沿って各種書類を準備する必要があります。特に、苦情受付書を

はじめ別紙に例示するものは基本となる書類であることから、各々の事業所で書類を整

備する際の参考資料として活用いただきますようお願いいたします。 

① 苦 情 受 付 書            [書式①] 

② 苦 情 受 付 報 告 書            [書式②] 

③ 苦情解決結果報告書   [書式③] 

 

 

 

3. 利用者への周知 

苦情解決責任者は、利用者に対して苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員

の氏名・連絡先や苦情解決の仕組みについて周知する必要があります。 

周知のため、事業所内での掲示やパンフレットに盛り込むべき内容は、別紙（例）を

参考として各事業所で整備していただきますようお願いいたします。 

①掲示又はパンフレットに盛り込むべき内容（例）  [別紙１] 



 

[書式①] 

【秘】 

苦情受付書                     (苦情受付担当者) 

受付日 平成    年    月    日(   曜日) 苦情の発生時期    年   月   日 受付 No.  

記入者  苦情の発生場所  

申

出

人 

氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)  
住  

 

所 

 

 

℡ 利用者との関係 
本人、親、子、 

その他(             ) 

申出人が本人以外の場合は、利用者の氏名、年齢、性別、連絡先を記入 

苦 

 

情 

 

の 

 

内 

 

容 

相談の分類 
①ケアの内容に関わる事項    ②個人の嗜好・選択に関わる事項     ③財産管理・遺産・遺

言等    ④制度、施策、法律に関わる要望    ⑤その他(                         ) 

 

申

出

人

の

希

望

等 

 

備 

 

考 

 

申出人の要望 
□ 話を聞いて欲しい  □教えて欲しい  □回答が欲しい  □調査して欲しい   

□改めて欲しい      □その他[                                                       ] 

申出人への 

確認 

第三者委員への報告の要否                       要□    否□  確認欄[                ] 

話し合いへの第三者委員の助言、立ち会いの要否   要□    否□  確認欄[                ] 

[書式①表] 



 

 

相談記録 
 

 

想定原因 
□ 説明・情報不足    □職員の態度    □サービス内容    □サービス量    □権利侵害 

□その他[                       ] 

処理経過 
 

 

結 果     
 

 

[書式①裏] 



 

 

[書式②] 

(第三者委員→苦情申出人) 

苦情受付報告書 
平成   年   月   日 

 

苦 情 申 出 人   様 

 

 

 

第 三 者 委 員 名  印 

 

 

 

苦情受付担当者から下記のとおり苦情受付（受付 No.   ）についての報告がありましたこ

とを通知いたします。 

 

 

 

記 
 

 

苦情の申出日 平成    年    月    日(   曜日) 苦情申出人名  

苦情発生時期 平成    年    月    日 利用者との関係 本人、親、子、その他(         ) 

苦 

 

情 

 

の 

 

内 

 

容 

 

 

 

 

 



 

 

[書式③] 

(苦情解決責任者→第三者委員、苦情申出人) 

 

苦情解決結果報告書 
平成    年    月    日 

 

第三者委員（苦情申出人）  様 

 

 

苦情解決責任者名   印 

 

 

 

平成    年    月    日付けの苦情（受付 No.   ）については、下記のとおり解決いたし

ましたので、報告いたします。 

 

 

記 
 

 

苦情内容 
 

 

解決結果 
 

 

 



 

[別紙１] 

 

【掲示又はパンフレットに盛り込む内容（例）】 
 

平成    年    月    日 

 

利 用 者 各 位 

 

 

事   業   者   名 

 

 

「苦情申出窓口」の設置について 

 

社会福祉法第８２条の規定により、本事業所では利用者からの苦情に適切に対応する体制を整え

ることといたしました。 

本事業所における苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を下記により設置し、苦情解

決に努めることといたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

記 

 

1. 苦情解決責任者           ○  ○  ○  ○  （肩書） 

2. 苦情受付担当者           ○  ○  ○  ○  （肩書） 

3. 第 三 者 委 員     （１）○  ○  ○  ○   [連絡先] 

 （２）○  ○  ○  ○   [連絡先] 

 

 

4. 情解決の方法 

 

(1) 苦情の受付 

苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受付ます。なお、第三者委員に直接

苦情を申し出ることもできます。 

 

(2) 苦情受付の報告・確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委員へ

の報告を拒否した場合を除く）に報告いたします。第三者委員は内容を確認し、苦情申出人に

対して、報告を受けた旨を通知します。 

 

(3) 苦情解決のための話し合い 

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情申出

人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。 

なお、第三者委員の立ち会いによる話し合いは、次により行います。 

ア. 第三者委員による苦情内容の確認 

イ. 第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ. 話し合いの結果や改善事項等の確認 

 

(4)都道府県「運営適正化委員会」の紹介（介護保険事業者は国保連、市町村も紹介） 

本事業者で解決できない苦情は、○○県社会福祉協議会（連絡先を記載）に設置された運営適正化

委員会に申し立てることができます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年度 運営適正化委員会 事業報告書 

令和 4年 8月発行 

社会福祉法人 大阪府社会福祉協議会 運営適正化委員会 

〒５４２－００６５ 

大阪府大阪市中央区中寺１－１－５４ 大阪社会福祉指導センター１階 

ＴＥＬ ０６－６１９１－３１５０  

ＦＡＸ ０６－６１９１－５６６０ 

 



社会福祉法人  大阪府社会福祉協議会 
運 営 適 正 化 委 員 会 

（ 福 祉 サービス苦 情 解 決 委 員 会 ） 

 
〒542-0065 
大阪市中央区中寺 1-1-54 大阪社会福祉指導センター 1 階 

 
電 話：06-6191-3150 
相談専用電話：06-6191-3130 
F A X：06-6191-5660 
E - m a i l：tekisei@osakafusyakyo.or.jp 
 
相 談 日：月～金曜日 10：00～16：00 
（土・日・祝祭日および年末年始をのぞきます） 
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